
 みなさん、こんにちは。めぶきフィナンシャルグループの秋野でございます。

 本日は、２０２６年度第１四半期の決算概要について、説明させていただきます。



 はじめに、決算の概要について説明します。

 純利益は、前年同期を１２２億円上回る３４５億円、増益率は５５.２％となり、
経営統合以降の第１四半期で最高益となりました。

 人的資本などへの投資による経費の増加がある一方、預貸金利息差の拡大や、
ポートフォリオ入替による有価証券等収支の増収が利益成長を牽引しております。

 加えて、６月の政策金利の引上げを受け、
今後も本業収益の更なる拡大が見込まれることから、資料下段にお示ししている通り、
通期業績予想を１００億円上方修正し、１,０５０億円といたしました。

 修正後の業績予想に対する第１四半期の進捗率は、３２.８％となります。

 また、増配を決定しました。

 １株当り年間配当額は、本年５月の公表水準から４円増配の４４円を予定しており、
配当性向は、３９.３％となる見込みです。



 こちらは、貸出金の状況となります。

 まず、資料左側のグラフをご覧ください。

 貸出金末残は、前年同期比５,０８７億円、年率３.９％の増加となりました。

 右上の表をご覧ください。

 人格別では、法人向け貸出金が全体の伸びを牽引しており、
個人・公共向け貸出金も引き続き、堅調に推移しております。



 こちらは、円貨貸出金利回りの四半期毎の推移となります。

 まず、左上のグラフをご覧ください。

 一番上の緑色が変動金利、真ん中が貸出金全体、一番下が固定金利の利回りです。

 いずれもマイナス金利が解除された２０２４年３月を境に上昇しております。

 それに伴い、預貸金利回り差もマイナス金利解除前の０.８７１％から、
足元では１.１０５％まで拡大しております。

 なお、固定金利貸出金は、６月末時点で４.８兆円の残高があり、
平均残存年数は４.１年程度であることから、
年間約１兆円ずつ金利更改が進む見込みです。

 また、変動金利型の貸出金については、
短プラ連動型、市場金利連動型、住宅ローンともに、
金利引上げは順調に進展しており、６月の政策金利の引上げに伴い、
今後も更なる上昇を見込んでおります。



 こちらは、預金の状況となります。

 預金末残は、前年同期比２,１８９億円、年率１.２％の増加となりました。

 右上の表をご覧ください。

 人格別では、公共預金は、債券運用へのシフトが見られ、減少しております。

 法人預金は、決済口座や給与振込元受の獲得推進に加え、
貸出金シェアに見合った預金シェアの獲得などに努めた結果、
年率６.４％と高い伸びとなり、全体残高の増加を牽引しております。

 また、資料左下には、
預金と預り資産を合わせた総預り資産の状況を記載しております。

 人口動態や金利環境の変化に伴い、お客さまのニーズは多様化しておりますが、
総預り資産残高を成長させるべく、今後もコンサルティング活動を展開してまいります。



 こちらは、有価証券の状況となります。

 有価証券の全体の残高は、左上のグラフの通り、ほぼ横ばいとなっています。

 有価証券売買等損益は、左下のグラフの通り、
収益改善を目的とした利回りの低い債券の入替を主因に、
売却損１９６億円を計上しましたが、
株式などの売却益３１３億円を確保した結果、
トータルでは１１７億円の売却益となりました。

 また、右下のグラフの通り、
ヘッジ考慮後の評価損益は、１,６７１億円の評価益を確保しております。



 国内債券のポートフォリオの状況について、補足させていただきます。

 今後、政策金利が１.５％まで上昇し、かつ預金金利の追随率を４０％と仮定した場合、
利回り０.６％以下の国内債券は、逆鞘となり得ます。

 この第１四半期では、この部分のメンテナンスに取り組んでおり、
６月末時点における利回り０.６％以下の債券残高は９３０億円、
国内債券全体に占める割合は２６年３月末の１１％から４％まで縮小させております。

 この９３０億円のうち７５０億円は残存１年未満であり、
年内に大半が償還になることから、
政策金利１.５％を前提としたメンテナンスは概ね完了したと捉えております。

 また、低利回り債券を売却する一方で、
全体のデュレーションを３.５年程度でコントロールしつつ、
高利回りの債券購入を進めたことで、全体の利回りは、１.２９％まで上昇しております。

 今後の金利動向に留意し、
金利水準がさらに一段と上昇する可能性も十分に踏まえながら、
引き続き、金利上昇メリットを享受しやすいポートフォリオの構築を進めてまいります。



 こちらは、２０２６年度の通期業績予想となります。

 銀行単体の業績予想についても記載しております。



 こちらは、上方修正後の業績予想の組立てをお示ししたものです。

 金利上昇に伴う資金利益の拡大を主因に、
連結純利益は、本年５月の公表水準から１００億円の増益を計画しております。

 従来予想に対する主な増減要因は、資料右下に記載しております。

 増益要因は、預貸収支が７０億円増加、
有価証券等収支が日銀預け金利息を含め１２０億円増加、
対顧役務が１０億円増加です。

 一方で、減益要因は、ポートフォリオメンテナンス費用を見込むことから、
有価証券売買等損益を５５億円減少させております。



 こちらは、上方修正の主な要因である資金利益について、
当初予想からの増減要因を分析したものです。

 上方修正後の２０２６年度の資金利益は、
当初予想比プラス１９０億円の２,２２０億円を見込んでおります。

 増収の内訳をご覧いただきますと、当初想定していた金利上昇影響が
４５億円であるのに対し、預貸収支でプラス６０億円、有価証券等収支で
プラス８５億円の計１４５億円の上振れとなっております。

 この上振れの要因は、大きく２点ございます。

 １点目は、金利のプラス効果です。これまで金利感応度を高める
バランスシート運営を展開し、貸出金における市場金利連動へのシフトや、
有価証券ポートフォリオの入替などを進めてきました。

 これらが奏功し、当初想定を上回る金利のプラス効果を見込んでおります。

 ２点目は、残高要因の寄与です。旺盛な資金需要を背景とした貸出金残高の
上振れに加え、預金獲得が堅調に推移したことなどに伴う、
日銀預け金残高の上振れなど、残高要因も資金利益の押し上げに寄与しております。

 以上のとおり、今回の上方修正は、これまで進めてきた金利上昇を見据えた
バランスシート運営や、収益性を重視したアセットアロケーションに加えて、
預金の着実な積み上げといった取り組みの成果が利上げ効果をさらに押し上げた
ものと捉えております。



 こちらは、政策金利がさらに上昇した場合の資金利益へのインパクトを示しています。

 今年度の業績予想は、政策金利１.００％据え置きを前提としておりますが、
先ほどご説明した通り、
金利感応度の高いバランスシートへの転換を進めておりますので、
今後の利上げ局面では、更なる収益の積み上げが期待できます。

 右側の表をご覧ください。

 １２月に政策金利が１.２５％となるシナリオの場合、
２０２７年度の資金利益は１０５億円の増収効果があり、純利益でプラス７５億円、
ＲＯＥを約０.７％押し上げる効果が期待できます。

 更に利上げが進み、政策金利が来年６月に１.５０％に達するシナリオの場合には、
２０２７年度の資金利益へのインパクトは１５５億円へと拡大し、
純利益でプラス１１０億円、ＲＯＥを約１.０％押し上げる効果となります。

 以上が、本日ご用意させていただいた内容となります。


